
令和２年度当初予算のポイント

Ⅰ 予算規模

１兆４，４１８億３６百万円 （対前年度 ▲１８５億円 ▲１．３％）

Ⅱ 歳入

うち 復興・創生分 ５，０４３億１９百万円 （対前年度 ▲９５８億円 ▲１６．０％）

２ 地方交付税等

（１）実質的な地方交付税 ２，２３４億８９百万円 （①+②）
（対前年度 ＋９３億円 ＋４．４％）

（２）震災復興特別交付税 ９４５億７８百万円
（対前年度 ▲１５億円 ▲１．６％）

※東日本大震災からの復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分

等を措置するため、 通常の地方交付税(上記(1))とは別枠で確保。

３ 国庫支出金 ３，００１億３０百万円
（対前年度 ▲１８７億円 ▲５．９％）

除染関係の補助金の減等により減額となる見込み。

１ 県税 ２，３２５億３９百万円
（対前年度 ＋４７億円 ＋２．１％）

①地方交付税 １，８８０億円
（対前年度 ＋９４億円 ＋５．３％）

②臨時財政対策債 ３５４億８９百万円
（対前年度 ▲１億円 ▲０．１％）

４ 県債 １，６６２億８百万円
（対前年度 ＋２７２億円 ＋１９．６％）

①借換債を除いた県債の規模
１，３３０億 １百万円（対前年度 ＋２９２億円 ＋２８．２％）

【県債依存度 ９．４％】

②借換債及び臨時財政対策債を除いた県債の規模
９７５億１２百万円（対前年度 ＋２９３億円 ＋４３．０％）
【県債依存度 ７．１％】

※ 臨時財政対策債：実質的な地方交付税
（後年度の元利償還金は全額交付税で算定）

県債残高
令和２年度末見込み １兆５，４４９億円 （対前年度 ＋２７９億円）

臨時財政対策債除く ９，３３４億円 （対前年度 ＋３５８億円）

令和２年2月 福島県

１

台風第１９号等災害からの復旧と一日も早い生活・生業の再建に向けた取組を切れ目なく講じるとともに、これ
までの挑戦を進化させ、復興と福島ならではの地方創生を両輪で進めるための予算として編成。

※除去土壌搬出等事業及び除染基金積立▲577億円、ロボットテストフィールド整備事業▲73億円など、復旧・復興が進んだことにより減

※一方、台風第１９号等災害への対応として、インフラ施設等の復旧・復興＋427億円、商工業への支援＋116億円など588億円を計上している。

先行きが不透明な海外経済の影響などにより、法人事業税等の下
振れが懸念されるものの、消費税率が引き上げられたことなどか
ら、前年度より増加する見込み。



１ 人口減少・高齢化対策プロジェクト ６１５億円（２８４件）

２ 復興計画の重点プロジェクト
① 避難地域等復興加速化プロジェクト ４３５億円（ ６２件）
② 生活再建支援プロジェクト ２３８億円（ ３４件）
③ 環境回復プロジェクト ９９４億円（ ３３件）
④ 心身の健康を守るプロジェクト ２１４億円（ ５５件）
⑤ 子ども・若者育成プロジェクト １８７億円（１０６件）
⑥ 農林水産業再生プロジェクト ７００億円（ ７７件）

⑦ 中小企業等復興プロジェクト ８７５億円（ ４１件）
⑧ 新産業創造プロジェクト ２８８億円（ ３３件）
⑨ 風評・風化対策プロジェクト １３６億円（ ６１件）
⑩ 復興まちづくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

１，７６３億円（ ３６件）

合 計 ６，４４６億円（８２２件）【再掲事業１，３２１億円（３１７件）含む。】

Ⅲ 歳出

１ 義務的経費 ３，９３３億６１百万円
（対前年度 ▲１４２億円 ▲３．５％）

① 人 件 費（対前年度 ▲２１億円 ▲０．８％）
新陳代謝（職員の入れ替わり）など

② 扶助 費（対前年度 ▲４３億円 ▲１３．５％）
災害救助費（復興分）の減少など

（間接扶助費を含めると 対前年度 ▲３４億円 ▲３．２％）

③ 公 債 費（対前年度 ▲７８億円 ▲６．４％ ）
元金償還の減少など

２ 投資的経費 ３，６５０億２７百万円
（対前年度 ＋４１５億円 ＋１２．８％）

① 公共事業（対前年度 ＋５４４億円 ＋２１．２％）
台風第１９号等災害からの復旧や
防災力強化に向けた河川整備の増加など

※公共事業における維持補修費を含めると＋598億円＋21.2％
※公共事業費全体額 3,413億円

②そ の 他（対前年度 ▲１２９億円 ▲１９．３％）
ロボットテストフィールド整備事業の減少など

３ 一般行政経費 ６，８３４億４８百万円
（対前年度 ▲４５８億円 ▲６．３％）

① 補助費等（対前年度 ＋１４２億円 ＋３．５％）
台風第１９号等による被災中小企業等への支援の増加など

② 維持補修費（対前年度 ＋６６億円 ＋２０．８％）
河川を始め、公共施設等の
維持管理・長寿命化対策の増加など

③ その他（対前年度 ▲６６６億円 ▲２２．９％）
除染基金積立ての減少など

１ 財源不足額 ７１３億円
東日本大震災及び原子力災害からの復興に係る多様かつ膨大な事

業等を実施するためには、７１３億円の財源不足が見込まれる。

２ 財源確保の状況

＜復興・創生分＞ ３９６億円

①歳入確保

・原子力災害等復興基金の活用（３７３億円）

・復興事業への地方負担導入分に係る資金手当債の活用（２３億円）

＜通常分＞ ３１８億円

①歳入確保（１０５億円）

・特定目的基金の活用（３９億円）

・行政改革推進債、退職手当債の活用（６６億円）

②歳出抑制（事務事業の見直しなどによる）（▲１０億円）

③繰越金の活用（１５億円）

④主要基金の取崩し （１８８億円）
※主要基金の令和２年度末残高見込み：１４億円

Ⅳ 財源不足への対応

Ⅴ 総合計画における主要事業

（注）表示単位未満の端数は、記載区分毎に四捨五入している。 ２


